
開国なくして、成長なし。

２０２５年８月７日

NAGOMi副会長
塩崎 恭久

元厚生労働大臣

〜経済成長と多文化共生の共創戦略を構築せよ。〜

NAGOMi緊急オンラインアピール
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各党の外国人政策と参議院選挙結果

「外国人規制が争点に急浮上 行き過ぎは成長に逆風、各党の主張分析」

日本経済新聞 2025年7月15日

「参議院選挙、全当選者が確定 自民39･立民22･国民17･参政14」

日本経済新聞 2025年7月21日

「参議院選挙の比例票分析、国民民主党が第2党 参政党3位で立民超え」

日本経済新聞 2025年7月22日



日本の労働生産性・実質ＧＤＰ・潜在成長率ともに、G５中最低

（ 注 ） 労働生産性は、就業者一人当たりの付加価値として定義。

（ 出所 ） OECD、IMF等
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「 投資 」 も 「 労働投入 」 も情けない日本

日本 ドイツ米国 英国 フランス
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（ 注 ） 「 20年代 」は2020～2024年の平均。ドイツの 「 90年代 」 は1992年以降の平均。

（ 出所 ） OECD

潜在成長率の要因分解
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日本以外は世界に開かれた労働市場

（ 出所 ） 国際連合

各国の人口動態の変化率

（ 注 ）  自然増減・・・死亡数と出生数の差
   社会増減・・・流出数と流入数の差

日本 ドイツ米国
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（ 注 ）各シナリオの詳細は以下の通り。

   ・就業者数減少トレンド継続シナリオ：各年齢・各性別の労働力率が、2024年の水準のまま横ばいで推移すると仮定。

 ・女性、高齢者就業促進シナリオ：①30～59歳の女性労働力率が、2040年までに概ね2010年時点のスウェーデン並みの水準まで上昇すること、

②高齢者の労働力率が、2040年までに、60～64歳について55～59歳と同じ水準まで上昇し、65歳以上についてもそれに見合って上昇すること、

③失業率が2027年までに1％程度改善することを仮定。

・労働生産性上昇率横ばいシナリオ：労働生産性が過去 （ 1990年以降版 ： 1990～2024年 ）、（ 過去10年版 ： 2015～2024年 ）平均並みで推移

すると仮定。

実質２％成長達成には、生産性大幅改善と働く人の大幅増加が不可欠

（ 出所 ）内閣府、総務省、国立社会保・人口問題研究所、ＯＥＣＤ等

過去34年間実績ベース 過去10年間実績ベース

+17 +28
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日系人、永住者、日本人の配偶者など

特定活動（外国人看護師、介護福祉士など）

留学生のアルバイト（週に２８時間以内）

技能実習生

特定技能

約51万人
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約40万人
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日本で働く外国人のカテゴリーと人数（2024年10月末）
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出所：「Indicators o Immigrant Integration 2023」（OECD）より、⼀部塩崎事務所にて作成。⽇本及び韓国は外国籍⼈⼝であり、その他の国は外国⽣まれ⼈⼝⽐率。

Foreign-born shares of popula6ons
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※１・・・2011年までは法務省入国管理局(当時)「(旧)登録外国人統計」(12月末現在)に、2012年以降は出入国在留管理庁「在留外国人統計」(12月末現在)に基づく。

※２・・・厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」(各年10月末現在の統計)に基づく。

 外国人雇用状況の届出制度は、2007年10月1日から開始されているため、2008年以降の推移を示している。

※３・・・総人口は、総務省「人口推計」 (各年10月1日現在の統計)に基づく。
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486,398人

1,354,011人

3,768,977人

2008.9 リーマン・ショック

2020 コロナウイルス流行

2019.4 特定技能制度創設



（出所）厚生労働省による外国人雇用状況届出から集計。人数は各年10月末時点の数値
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技能実習・特定技能（１号・２号） 在留者数の推移

456,595人

（出所）法務省データから集計

6.4%

総数のうちの技能実習３号

※ 特定技能は2019年4月施行

＜技能実習生数＞ ＜特定技能１号外国人数＞
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「グローバル人材共生社会実現のための提言」
＜2021年5月19日一般財団法人外国人材共生支援全国協会(NAGOMi) 提言＞

技能実習と特定技能の整合性のとれた⼀貫性のある制度に改⾰する

【なぜ︖】
①社会経験の浅い⾮熟練の段階からの外国⼈材確保の必要性があるため

→安全・安定就労のために監理団体の保護⽀援は必須
②現実に、特定技能外国⼈の80%以上は技能実習経由
③特定技能より容易に来⽇できるルートを設け、他国への⼈材流出を
防ぐ

【両制度の”⼀元化”の意味は︖】
１）両制度の⽬的を「⼈材育成・⼈材確保・国際貢献」に共通化する
２）技能実習３年間を「基礎的⼈材育成期間」、特定技能５年間を

「実践的⼈材育成期間」と位置づけ、⼀貫した⼈材育成システムと
する

３）技能実習の職種・作業と特定技能の特定産業分野・業務区分を
可能な限り統⼀する

10



技能実習（技能実習法） 特定技能１号（⼊管法）
⽬的 技能移転による国際貢献 深刻な⼈⼿不⾜への対応（労働⼒確保）

主管官庁 法務省、厚⽣労働省 法務省のみ

在留期間
１号＝１年以内
２号＝２年以内
３号＝２年以内

最⻑５年
(２号は期限なし)

対象職種 ８６職種 １５８作業 １２分野

転籍・転職
原則不可

（企業倒産などやむを得ない場合は
監理団体サポート下で可）

転職可能
（同業種内で）

⽇本語能⼒
要件

なし
（介護のみ⽇本語要件＜１号はN4、２

号・３号はN3＞）

あり
（JLPTのN4もしくはJFT BasicのA2）

（技能実習２号からの移⾏者は要件なし）

技能要件 なし（前職要件あり）
あり（分野ごとの技能試験合格）

（前職要件なし）
（技能実習２号修了者は要件なし）

監理団体
・

登録⽀援機関

必要性 必須
（団体監理型） 任意

設⽴要件 許可制 登録制

機能
斡旋、⽀援、
保護、監査
（⽣活⽀援全般、
⽇本語教育等）

⽀援のみ
事前ガイダンス、契約⽀援、⽇本語学習機会提供

などの⽀援機能あり。保護機能はなし

指導

①技能実習機構によ
る実地検査

（監理団体＝１年毎、
実習実施者＝３年毎）
②地⽅⼊管局による
不定期⽴ち⼊り検査あり

地⽅⼊管局による不定期⽴ち⼊り検査
のみ

インセンティ
ブ付与 - - -

「技能実習」と「特定技能１号」 比較一覧 目指すべき新たな制度

最⻑5年

整合性、⼀貫性ある両制度へ

⼈材育成・⼈材確保・国際貢献
法務省、厚⽣労働省

各最⻑５年

原則、全ての業種。技能実習の職種作業と特定技能
の産業分野を統⼀的なものとし、現状に即した業種

の「⼤くくり化」を進める

転籍基準を明確化した上で柔軟化

あり
（技能実習は⼊国時N５を義務化、特定技能ではN４

（介護はワンランクアップ））

実技試験による技能重視
（技能実習では前職要件をなくし、特定技能は技能実技試験

〈任意〉を導⼊）

必須（仮称︓管理⽀援機関）

許可制

斡旋、⽀援、保護、監査

①技能実習、特定技能とも技能実習機構による
実地検査
（管理⽀援機関＝１年毎、技能実習と特定技能の実習実施者＝３年毎）
②地⽅⼊管局による不定期⽴ち⼊り検査あり

同⼀職種、同⼀企業での技能実習・特定技能を⼀
定期間継続的に⾏い、加えて、⽇本語能⼒N2合
格者及び習熟段階に応じた技能実技試験等に合格
した⼈材に対するインセンティブ付与

2023年7月6日NAGOMi四国ブロック協会意見交換会資料 11



（出所） 出入国在留管理庁 「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律案概要」 12



積み残しの課題
今までのNAGOMi提言より

●両制度の法律は一本化し、厚生労働省・法務省共管の新法とする。

●両制度とも、魅力ある働き先国として、真の能力実績主義に基づくキャリアアップを徹底する仕組みとすべき。
➡「同一労働・同一賃金」の徹底（年齢、性別、国籍、障害の有無、正規・非正規別、等による差別の解消）

●本来、両制度の対象業種は、原則全ての業種とすべき。中小企業に止まらず、零細企業、スタートアップ、
個人事業主・小規模企業等における深刻な労働力不足の解決にも資するよう、業種別団体等がない業務・職種
の経済主体も利用可能な制度となるよう、社会経済的安定の維持、確保を前提に、特例的な外国人材活用
に関する取り扱いを制度化すべき。
➡「真の開国へ」（優秀なグローバル人材に向け、広く開国）

●当面は、両制度における対象業種は、大括り化を推進すべき。

●両制度をカバーする許可制かつ非営利の「管理支援機関（仮称）」を導入し、特定技能制度においても、監査
及び雇用関係成立のあっせんだけでなく、迎え入れる外国人材の立場に立って、 保護・支援・育成を行う機能
も義務化すべき。

●長期安定就労者等の外国人材かつ、地域共生社会作りの中核人材候補は優遇し、人材の育成に資する
インセンティブ（優遇策）を示すべき。

【インセンティブの例】

同一企業かつ同一職種での就労（長期安定就労）で

【家族帯同】→５年超(新制度３年+特定技能１号２年超)/技能検定２級相当+日本語N２

【永住許可】→計８年間/技能検定１級相当+N２+居住する地方自治体からの推薦

●外国人材受入れ共生に向けた「基本法」の制定（議員立法）。

13



（前文）

我が国は、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎え、今後もその傾向は加速度的に進んでいく
と予想され、労働力人口の不足は深刻化の一途をたどることが確実である。

このような構造的な人手不足に対しては、引き続き生産性の向上や国内人材の確保に努める必
要があるが、今や外国人材は、全国的かつ慢性的な人手不足解消に大きく貢献しているのみなら

ず、我が国経済の維持・発展に不可欠となっており、今後も様々な場面において活躍が期待される。

他方、外国人材の受入れの在り方については、不法滞在・不法就労や税・社会保険料の未納等、
国民に不安を与える事態も生じているが、日本人と外国人が豊かに共存し、我が国の発展に資す
る共生社会を実現するためには、外国人を人手不足の担い手であると考えるだけでなく、地域にお
いて日本人と共に生活する生活者であることを前提とする必要がある。外国人の受入れを進めてい
くに当たり、我が国の経済活動や国内労働市場への影響のみを考慮するのではなく、医療をはじめ
とする社会保障制度、教育、治安等に対し、どの程度の影響を及ぼすと考えられるかなど、多角的
視点に立ち、検討していくことも不可欠なものである。我が国に利益をもたらし、国民と共存共栄で
きる外国人を積極的に受け入れつつ、ルールを守らない外国人に対しては、我が国からの退去を
含む厳しい措置を講ずることも重要である。

ー中略ー

自由民主党政務調査会・外国人材等に関する特別委員会 提言 14

「国民と外国人が安全・安心に暮らせる共生社会に向けて」

自由民主党「外国人材等に関する特別委員会」（山下貴司委員長）提言（２０２５年５月２７日）

【その１】



４．共生社会の推進

○ 外国人の受入れ環境整備等の推進

➢受け入れた外国人によるルール遵守の徹底等

・地域住民にとって安全・安心な社会を実現するためには、外国人による日本文化や習慣に対する
理解・外国人が犯罪被害者となることの防止・使用者や関係機関等による外国人運転者に対する
交通安全対策・外免切替手続きにおける交通ルールの確実な確認等の観点に基づき、受け入れた
外国人による法令や生活上のルールの遵守の徹底等の必要な取り組みを進めるべきである。

➢ 外国人支援コーディネーターの活用促進等

・ 地方自治体における外国人の受入れ環境整備のために、国・地方自治体・受入れ機関が緊密に
連携するとともに、外国人支援コーディネーターの活用促進や支援事例の横展開を行うべきであ

る。

➢ 外国人材に対する相談対応の充実化

・ １号特定技能外国人や技能実習生以外の就労資格を有する外国人材についても、必要な支援が
行われるよう、外国人在留支援センターや地方自治体における一元的相談窓口等の活用による相
談対応の充実化を図る必要がある。

自由民主党政務調査会・外国人材等に関する特別委員会 提言 15

「国民と外国人が安全・安心に暮らせる共生社会に向けて」

自由民主党「外国人材等に関する特別委員会」（山下貴司委員長）提言（２０２５年５月２７日）

【その２】



自由民主党政務調査会・外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会 「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言」 16

「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言 －違法外国人ゼロを目指して－」

自由民主党「外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会」（小野寺五典委員長） （２０２５年６月５日）

【その１】



（中略）

３．政府の司令塔体制の整備

〇以上の提言については、 個別の府省庁の枠を超えて、 総合的かつ政府横断的に一
体となって検討を進め、速やかに実施していく必要がある。また、以上の内容以外にも、
国民の不安を招きかねない課題が発生した場合には、実態を把握しつつ、臨機応変に
対応を図っていく必要がある。

〇このため、外国人との秩序ある共生社会の実現に向け、内閣官房・内閣府・関係省庁
が一体となって、外国人を含めた全国の土地等の透明性の向上のための総合的な取
組を含め、 総合的・政府横断的な施策の検討及び実施に取り組む司令塔体制を構築
すること。司令塔組織を中心に、関係省庁が協力し、継続的な実態把握及び制度・運用
の不断の見直しを行うこと。また、外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策等の
既存の政府方針について、本提言を踏まえた政府横断的な取組方針や国・自治体・関
係機関等の役割・連携強化の必要性の明記等を含めて、速やかに見直すこと。

自由民主党政務調査会・外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会 「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言」 17

「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言 －違法外国人ゼロを目指して－」

自由民主党「外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会」（小野寺五典委員長） （２０２５年６月５日）

【その２】



「骨太の方針 ２０２５」における外国人に関する記述
２０２５年６月１３日 閣議決定

内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2025」

４. 国民の安心・安全の確保 
（中略）

（５）外国人との秩序ある共生社会の実現

海外活力の取り込みを進めつつ、国民の安心・安全を確保するため、外国人との秩序ある共

生社会の実現に向けて、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議など政府横断的な司
令塔体制を更に強化し、実態把握や国・自治体の情報基盤整備を行うとともに、法令遵守の徹
底、制度の適正利用、透明性の確保の観点から、国内社会のグローバル化を前提としていな
い制度・運用全般を見直すなど、総合的・施策横断的取組を進める。

（出入国在留管理の一層の適正化）
（中略）

育成就労制度及び特定技能制度について、分野・受入れ見込数の設定、監理支援機関の要
件厳格化等を行うほか、外国人育成就労機構を含め必要な体制を整備する。認定日本語教育
機関の体制整備・活用を進める。

（外免切替手続・社会保障制度等の適正化）
（中略）

（国土の適切な利用及び管理）
（中略）

（観光・短期滞在者への対応の強化）
（中略）
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内閣官房「外国人との秩序ある共生社会推進室」が発足
２０２５年７月１５日

首相官邸HP

「外国人との秩序ある共生社会推進室」の発足に当たり、一言申し上げます。
少子高齢化や人口減少が進む我が国が、今後、成長型経済への移行を確実なもの

とするためには、一定の範囲での外国人労働者の受入れ、インバウンド消費の拡大な
どにより、海外の活力を取り込んでいくことが重要であります。
他方で、一部の外国人による犯罪や迷惑行為、各種制度の不適切な利用など、国

民の皆様方が不安や不公平を感じる状況も生じております。
国民の皆様の安全・安心の確保は、経済成長の不可欠の前提であり、ルールを守ら

ない方々への厳格な対応や、外国人を巡る現下の情勢に十分に対応できていない制
度・施策の見直しは、政府として取り組むべき重要な課題であります。

こうした問題意識の下、本日、内閣官房に、外国人施策の司令塔となる事務局組織
として、「外国人との秩序ある共生社会推進室」を設置いたしました。

（略）
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我が国に在留する外国⼈は近年⼤きく増加しており、在留外国⼈数は約 377 万⼈（令和６
年 12 ⽉末時点）、外国⼈労働者数は約 230 万⼈（令和６年 10 ⽉末時点）と、いずれも過
去最⾼となっている。平成元年の出⼊国管理及び難⺠認定法（以下「⼊管法」という。）
改正以降、東海地⽅を中⼼に在留資格「定住者」等の外国⼈が急増する中、⽇本語教育や
⽣活⽀援、⼦どもの教育等の課題は外国⼈が集住する特定地域の問題とされ、その対応は
受⼊れ⾃治体任せとなってきた。国は外国⼈を「労働者」と⾒ているが、地⽅⾃治体から
⾒れば⽇本⼈と同じ「⽣活者」であり「地域住⺠」である。平成元年の⼊管法改正から 30 
年以上が経過し、外国⼈が定住し始めた⾃治体では、外国⼈の⾼齢化に伴う介護・年⾦な
どの問題や、⽇本⽣まれ⽇本育ちの第２、第３世代の教育が課題となっている。令和９年
６⽉までに施⾏される「育成就労制度」では、就労者に⼀定の⽇本語能⼒⽔準が課される
が、その他の⽣活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移⾏し、家族
帯同が認められた際には、家族の⽇本語や教育の課題も起こりうる。こうした外国⼈の⽣
活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国的な⼤きな
課題となることが明⽩である。従前より、地⽅から国に対しては、外国⼈集住都市会議や
多⽂化共⽣推進協議会といった⾃治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多
⽂化共⽣施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置に
は⾄っていない。以上を踏まえ、全国知事会では、外国⼈の受⼊れと多⽂化共⽣社会の実

現に国が責任を持って取り組むよう、強く要請する。

「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」（前文）
令和７年 全国知事会議 ２０２５年７月２３日

我が国に在留する外国人は近年大きく増加しており、在留外国人数は約３７７万人（令和６年１２月
末時点）、外国人労働者数は約２３０万人（令和６年１０月末時点）と、いずれも過去最高となっている。

平成元年の出入国管理及び難民認定法改正以降、東海地方を中心に在留資格「定住者」等の外国
人が急増する中、日本語教育や生活支援、子どもの教育等の課題は外国人が集住する特定地域の
問題とされ、その対応は受入れ自治体任せとなってきた。国は外国人を「労働者」と見ているが、地方

自治体から見れば日本人と同じ「生活者」であり「地域住民」である。

平成元年の入管法改正から３０年以上が経過し、外国人が定住し始めた自治体では、外国人の高
齢化に伴う介護・年金などの問題や、日本生まれ日本育ちの第２、第３世代の教育が課題となってい
る。令和９年６月までに施行される「育成就労制度」では、就労者に一定の日本語能力水準が課され
るが、その他の生活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移行し、家族帯同が認

められた際には、家族の日本語や教育の課題も起こりうる。

こうした外国人の生活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国
的な大きな課題となることが明白である。従前より、地方から国に対しては、外国人集住都市会議や
多文化共生推進協議会といった自治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多文化共生
施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置には至っていない。

以上を踏まえ、全国知事会では、外国人の受入れと多文化共生社会の実現に国が責任を持って取
り組むよう、強く要請する。

令和７年全国知事会 「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」 20



我が国に在留する外国⼈は近年⼤きく増加しており、在留外国⼈数は約 377 万⼈（令和６
年 12 ⽉末時点）、外国⼈労働者数は約 230 万⼈（令和６年 10 ⽉末時点）と、いずれも過
去最⾼となっている。平成元年の出⼊国管理及び難⺠認定法（以下「⼊管法」という。）
改正以降、東海地⽅を中⼼に在留資格「定住者」等の外国⼈が急増する中、⽇本語教育や
⽣活⽀援、⼦どもの教育等の課題は外国⼈が集住する特定地域の問題とされ、その対応は
受⼊れ⾃治体任せとなってきた。国は外国⼈を「労働者」と⾒ているが、地⽅⾃治体から
⾒れば⽇本⼈と同じ「⽣活者」であり「地域住⺠」である。平成元年の⼊管法改正から 30 
年以上が経過し、外国⼈が定住し始めた⾃治体では、外国⼈の⾼齢化に伴う介護・年⾦な
どの問題や、⽇本⽣まれ⽇本育ちの第２、第３世代の教育が課題となっている。令和９年
６⽉までに施⾏される「育成就労制度」では、就労者に⼀定の⽇本語能⼒⽔準が課される
が、その他の⽣活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移⾏し、家族
帯同が認められた際には、家族の⽇本語や教育の課題も起こりうる。こうした外国⼈の⽣
活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国的な⼤きな
課題となることが明⽩である。従前より、地⽅から国に対しては、外国⼈集住都市会議や
多⽂化共⽣推進協議会といった⾃治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多
⽂化共⽣施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置に
は⾄っていない。以上を踏まえ、全国知事会では、外国⼈の受⼊れと多⽂化共⽣社会の実

現に国が責任を持って取り組むよう、強く要請する。

Ⅰ 育成就労制度について 

地方における人材不足は深刻であり、今後、運用の詳細が検討される「育成就労制度」においては、国と地方の適
切な役割分担のもと、全国各地域の実情に応じた制度設計と運用が求められることから、以下の事項を検討・実施
すること。 

１ 全国各地域の実情を考慮した「受入対象分野」の設定をすること

２ 地方における外国人労働者の確保につながるよう制度の適切な運用をすること

Ⅱ 外国人の受入環境整備について

 国、地方、民間が適切な役割分担に応じて受入環境の整備を進めていくには、事業者や地方自治体の枠を超えて
対応すべき課題については、国が主体となって制度設計や運用を行うとともに、国として責任をもって財源措置等を
行うべきである。このため、外国人の受入環境の整備について以下の取組を検討・実施すること。

１ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に係る予算の確保と永続的な財政措置を講じること

２ 外国人の生活に係る諸課題を解消する具体的な措置を講じること

Ⅲ 基本法の制定と司令塔となる組織の設置について

 「育成就労制度への円滑な移行」と「外国人の受入環境整備」の提言を実現するためには、外国人の受入れ、多
文化共生施策実施の根幹となる国としての戦略が求められることから、以下の取組を検討・実施すること。 

１ 多文化共生施策実施の根幹となる体系的・総合的な基本法を策定すること

２ 多文化共生施策実施の司令塔となる組織を設置すること
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「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」（骨子）
令和７年 全国知事会議 ２０２５年７月２３日



３．里親委託する子ども

「  外国人材の受け入れ  」  に関する緊急提言  （  2025年3月  ）
～ 人口減少を阻止し、地域を活性化するための外国人材の受け入れを促進する 「 基本法 」 の制定を ～

一般財団法人 未来を創る財団 「 定住外国人政策研究会 」（ 座長：國松 孝次 未来を創る財団会長、元警察庁長官、元スイス大使 ）

｢定住外国人基本法（仮称）｣

日本経済社会・文化への  統合

【基本理念】

地域、ひいては日本全体を豊かにする  外国人材

【基本方針】

【受け入れのプロセス】

地域主導主義 責務とともに権限・財源を与えられた「地方自治体」が主導

〇自治体ごとに、受け入れたい外国人材の業種・職種、技術・技能水準、国籍、期間、
規模等についての詳細な計画を策定し、「要望」として国に申請

〇その際、地元の企業などから意見聴取

〇各自治体が、責任をもって外国人材を管理・支援

〇安心・安全の確保、マクロ経済などの観点から、国が最終調整
した上で決定

〇国が、諸外国との調整などを行う

定住外国人政策
委員会（仮称）

※日本社会の安心・安全の確保、在留資格「地方創生（仮称）」も規定
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